〔要　求〕

	10．労働安全衛生関係について

（１）労働安全衛生法を遵守し、安全委員会および衛生委員会の会議を原則月１回以上、定期的に開催すること。

（２）2015年12月から義務化されたストレスチェックについては、結果の集団集計・分析を行ったうえで職場環境改善を講じ、高ストレスチェック者の未然防止につなげること。また、50人未満の事業場を含め、すべての事業場において実施すること。
（３）労災補償制度の上積みをはかること。特に死亡災害については、自賠責なみとすること。

（４）職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。

（５）セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。

（６）メンタルヘルス不調の早期発見や未然防止にとどまらず、各種相談窓口の充実や職場復帰支援プログラム、過重労働対策やハラスメント対策など、総合的なメンタルヘルス対策を講じること。


〔解　説〕
（１）自治体職場では依然として労働安全衛生法違反の状態が放置されています。とりわけ、安全衛生の確立を推進するための基本となる安全衛生委員会の未設置自治体もいまだに存在します。また、委員会が設置されていても、「委員会が休業状態である」「充分に機能していない」などの実態が多くあります。さらに、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任すら行われていない職場も多く、本来、他の職場の模範とならなければならない自治体職場において、このような違法状態の一掃をはかることが必要です。
（２）改正労働安全衛生法により、従業員50人以上の事業場においてストレスチェック（労働者の心理的な負担の程度を把握するために検査）が義務化され、2015年12月１日に施行されました。
　ストレスチェック制度はメンタルヘルス不調の未然防止の段階である一次予防を強化するため、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気づきを促すとともに、個々の労働者のストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものを低減するよう努めることを事業者に義務づけるものです。2015年５月14日付の総務省自治行政局公務員部から「地方公務員法に基づく技術的助言として発出された文書では、地方公共団体に対しストレスチェック制度の確実な導入と、50人未満の事業所についても事業所の規模に関わらず、法改正の趣旨を踏まえ特別な事由がない限りすべての職員にストレスチェックを実施」することが求められています。

　地方公務員についても労働安全衛生法の適用があり、今回のストレスチェック制度についても実施対象となることから、すべての職員(非正規を含めて)のメンタルヘルス不調の未然防止と職場環境の改善につなげていくためにもストレスチェック制度の確実な実施を求めすること。

（３）ストレスチェックおよび面接指導の費用については、法律で事業者に義務を課しているため、当然に事業者が負担すべきものとされています。
　また、ストレスチェックや面接指導を受けるのに要した時間の賃金は、法令上とくに規定はなく、労使協議で決めることになりますが、労働者の健康の確保は事業の円滑な運営の不可欠な条件であることから、賃金を支払うことが望ましいとされています。

（４）現在、メンタルヘルスの課題はどの自治体でも抱える大変重要な課題で、労働組合としてメンタルヘルス対策を当局へ求めても、実効性がある施策はとられていないのが実態です。職場の集団分析をもとにした労使協議の設置（職場安全衛生委員会または労働安全衛生委員会）人員確保と適正な職場配置の取り組みとあわせて、労働安全衛生法を順守させることが必要です。ただ産業医が確保できないなど、安全衛生委員会が未設置の自治体や設置していても開催されていない自治体も数多く、さまざまな障壁があるのも事実です。定例開催や活用方法と内容について使用者責任において明確にすることと、より実効性のあるものとするため、労働組合として労働安全衛生委員会の実施と労使との協議を求めます。

（５）近年仕事に関して強い不安やストレスを感じるとする労働者は半数超え、過重労働・業務による心理的負荷の増大などにより精神的疾患の発病やこれを原因とする自殺事案も増加しています。こうしたことから、労働者の健康確保、とりわけ過重労働による健康障害防止対策やメンタルヘルス対策は喫緊の課題となっています。事業場における職場環境の改善が求められるなか、36協定の締結が重要となっています。一部職場（現業・公企職場などの労働基準法適用）を除き、公務のための臨時の必要がある場合は、時間外労働や休日労働をさせることができるとありますが、「災害その他避けることのできない事由がある場合」となっていることから労使で明確な基準を議論し、拡大解釈は許さないとして36協定の締結を行い、長時間労働の撲滅に取り組みましょう。

　また、社会問題化している職場・地域におけるアスベスト対策は、幅広く、また長期的に継続した取り組みが求められます。道内においても公共施設の老朽化にともなうアスベスト飛散が報告されていますが、阪神淡路大震災から20年以上が経過した今、当時復旧、復興作業にあたっていた労働者が労災認定を受けたり、対応にあたった市職員が中皮腫を発症し公務災害の申請を行うなどの報告もされています。同様のことが想定されることから、東日本大震災による影響についても今後、注視していく必要があります。私たちは自治体・公共サービス部門の労働組合として「労働者と市民の健康を守る取り組み」「飛散防止対策など地域の環境を守る取り組み」「自治体・公共関連施設の安全確認と対策」に視野を広げた取り組みを強化するためにも、安全衛生委員会の活用が重要となってきます。

(６) 労働災害・職業病の責任はすべて使用者・行政当局にあり安全配慮義務違反を問われる事があります。不幸にして労働災害が発生した場合については、自治体当局の責任を徹底追及し、災害の原因究明をはかることが究極的には再発防止になります。また、その補償についても、現行の地方公務員災害補償基金の保障で使用者の責任が終わったとするのではなく、その枠を超えて、自治体独自の上積みやリハビリ勤務体制の確立を行わせていくことが必要です。企業内補償制度については、民間では大企業を中心に、法定外補償に上積みする制度を設けており、死亡災害で平均3,000万円となっています。自治労の目標として、当面死亡災害事故については自賠責のみの3,000万円の上積み補償を求める制度の導入を求める必要があります。

（７）私たちの健康管理については、労働基準法や労働安全衛生法などによって基本的な事項が定まっていますが、法律などの基本精神は、「単に最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善をつうじて、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」と事業主の責務を明らかにしています。
　各自治体における健康診断は、市町村共済の実施に委ねているところや独自の厚生事業で付加しているところを含めて、検査項目や費用で大きな格差がある実態となっていますが、これらを充実させていくことが急務となっています。

（８）「職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のための雇用上の配慮」が事業主に義務づけられています。妊産婦保護の充実やセクシュアル・ハラスメントなどあらゆるハラスメントのない快適な職場の確保、仕事と育児・介護の両立支援など、ともに快適に働くことができる職場づくりが大切です。
【関係条文（抜粋）】
	

	第２章　事業主の講ずるべき措置
（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置）
第11条　事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。
２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を定めるものとする。

	


（９）職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止対策として以下の10項目がすべての事業主に義務づけられています（男女雇用機会均等法第11条）。各職場で「セクシュアル・ハラスメント防止規定」等の社内規定を設ける、「セクシュアル・ハラスメントは許しませんと！」といった文章を掲示するなどの対応をしている場合、パワーハラスメントについてもあわせて盛り込み、総合的に対応することが効果的でしょう。　
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※セクシュアル・ハラスメント防止規定や掲示物等のモデル例は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

（10）メンタルヘルス問題は、厚生労働省の調査では現在の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩みが、ストレスとなっていると感じる事柄がある労働者は 59.5％（平成 27 年調査に比べ 7.2 ポイントの増加）となっています。一方で、地方公務員安全衛生推進協会が全国76万人を対象に行った調査では、長期病休者数全体としては2008年をピークに一旦は減少傾向だったものの、精神および行動の障害による長期病休者数は増加し続けており、10年前の1.4倍・15年前の3.0倍となっています。
　また、自治労が2016年度に実施した「第２回パワー・ハラスメント実態調査報告書」では各３年間にパワー・ハラスメントを受けた経験のある者は回答者全体の20.7％（前回2010年10年前とほぼ変わらず）となっております。

　自治体職場においても退職者不補充や業務の質量が過密になってきていること、パワー・ハラスメントなど多くの要因が複雑にからみあってメンタルヘルスは増加しています。メンタルヘルス問題に陥らない、陥らせないための予防対策については、前回（2010年）より大幅に増えているにもかかわらず被害が沈静化していないことから安全衛生委員会の中で具体的に協議し、労働組合が率先して相談窓口などを開設する取り組みを強化することが求められています。

【パワハラとは】
	

	　パワハラとは、パワー・ハラスメントの略語であり、上司が部下に対し、権力や地位を利用した嫌がらせやいじめを行い、働く人の職場環境を悪化させたり、働く人に対し「解雇されるのではないか」「不利益を受けるのではないか」という不安を与えたりする行為を意味します。 

　パワハラとなり得る言動例として、①攻撃型（例：机をたたいたり、決裁書類を投げつけるなど、相手を脅す。適正な指導レベルを超えて激しく叱責する。人前で大声で命令したり、声高にしかるなど、見せしめに類する言動をする。）、②否定型（例：部下からの相談を拒絶する。具体的な指示をすることなく仕事や能力を否定する。）、③強要型（例：自分のやり方、考え方を部下に無理やり押しつける。飲み会などの行事に強制的に参加させる。付き合いを断った時に仕事上で嫌がらせをする。私物の買い物をさせる。）、④妨害型（故意に、必要がないやり直しを何度も命じる。）が挙げられています。

　厚生労働省が発表した平成23年度の民事上の個別労働紛争解決制度施行状況によると、民事上の紛争の相談件数が前年度比3.8％増の25万6343件と、統計を開始した02年度以降で最高を記録。パワー・ハラスメントなど「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数が16．6％増の4万5939件と大幅増になりました。
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